
  
 
   和泉市介護保険暫定サービス利用者負担助成要綱 

 
 （目的） 
第１条 この要綱は、和泉市が行う介護保険の被保険者で、介護保険法（平成９年法

律第１２３号。以下「法」という。）に基づく要介護・要支援認定の申請後に暫定的な

ケアプランに基づく介護サービス等を利用した者（以下「暫定サービス利用者」とい

う。）であって、法に基づく認定調査前に死亡した為に介護保険給付を受けることが

できない者の保険給付に相当する額を助成することにより、暫定サービスの円滑な提

供及び利用を図ることを目的とする。 

 
 （定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 
（１）暫定ケアプラン 要介護・要支援認定前に作成した法第８条第２４項に規定す

る居宅サービス計画、法第８条第２６項に規定する施設サービス計画、法第８条の２

第１６項に規定する介護予防サービス計画及び法第１１５条の４５第１項に規定す

る介護予防・日常生活支援総合事業を行う場合の介護予防ケアマネジメント相当のも

の 
（２）暫定サービス 暫定ケアプランに基づく介護保険法に規定されたサービス等 
（３）指定居宅介護支援事業者等 法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事

業者、法第４７条第１項第１号に規定する基準該当居宅介護支援を行う事業者、法第

５８条第１項に規定する指定介護予防支援事業者、法第５９条第１項第１号に規定す

る基準該当介護予防支援を行う事業者又は法第１１５条の４５の３に規定する指定

事業者 
（４）認定調査 法第２７条第２項の規定に基づく要介護認定調査 

 
 （助成の対象者） 
第３条 和泉市が行う介護保険の被保険者で、法に基づく要介護・要支援認定の申請

後に暫定サービスを利用した者であって、認定調査前に死亡した者。 

 
（助成の内容） 
第４条 前条に規定する対象者が、暫定サービスを利用した際の費用についてその一

部を助成する。 
２ 前項の助成が行われる場合において、暫定ケアプランの作成等の介護（予防）支

援を行った介護支援専門員が従事する指定居宅介護支援事業者等に、介護（予防）支

援費を交付する。 



  
（助成金の申請者） 
第５条 助成金の申請者は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 
（１）暫定サービスを利用した際の費用を負担した者。ただし、暫定サービス利用者

自身が暫定サービスに係る費用を負担した場合は、その相続人の代表者とする。 
（２）暫定ケアプランを作成した指定居宅介護支援事業者等。 

  
（助成対象サービス） 
第６条 助成の対象となるサービスは、令和５年４月１日以降に発生又は提供された

法第４０条第１号から第１０号までに掲げる介護給付、法第５２条第１号から第８

号までに掲げる介護予防給付並びに法第１１５条の４５第１項第１号イ及びロに

掲げる介護予防・日常生活支援総合事業に該当するサービス（法第１１５条の４５

の３第６項の規定により、審査及び支払に関する事務を国民健康保険団体連合会に

委託して行うサービス種別に限る。）とする。 

 
 （助成の条件） 
第７条 助成金の支給に当たっては、次に掲げる要件を満たさなければならない。 
（１）暫定サービス利用者が第２号被保険者である場合については、法第２７条第３

項または法第３２条第２項の規定に基づく医師の意見書において介護保険法施

行令（平成１０年政令第４１２号。）第２条に規定する特定疾病名の記入がある

者が利用した暫定サービスに係る費用であること。 
（２）暫定サービスの利用が暫定ケアプランに基づいたものであること（居宅療養管

理指導及び介護予防居宅療養管理指導を除く。）。 
（３）居宅介護福祉用具購入費及び介護予防福祉用具購入費（以下「居宅介護福祉用

具購入費等」という。）については、特定福祉用具の購入日が、要介護・要支援認

定申請から被保険者が死亡するまでの期間内であること。 
（４）居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費（以下「居宅介護住宅改修費等」

という。）については、住宅改修工事前の申請及び住宅改修の着工日が、要介護・

要支援認定申請から被保険者が死亡するまでの期間内であること。 
（５）第５条第１号に規定する申請者は、暫定サービスを利用した際の費用について、

全額の支払いを済ませ、領収証を受領していること。 
（６）暫定サービスの利用期間中に、認定調査又は法第２７条第３項の規定による主

治の医師の意見を市が求めることへの協力を不当に拒み、若しくは同項ただし書

の規定による診断命令に違反する事実がないこと。 

 
 （助成金の額） 
第８条 市長は、次の各号に定める額の助成金を支給する。 
（１）暫定サービス利用者が死亡するまでの間、暫定ケアプランに基づき第６条に規



定する介護サービスを利用した際に、要介護度の支給限度を上限とし、法の給付

に準じた割合で支給する。 
（２）作成された暫定ケアプラン（ただし、暫定ケアプランを作成した指定居宅介護

支援事業者等が、指定の取消又は一部効力の停止を受けている間に作成したもの

を除く。）の作成費として１件あたり４，０００円を指定居宅介護支援事業者等

に対して支給する。 

 
 （申請） 
第９条 支給を受けようとする者は、利用した暫定サービスの種類ごとに当該各号に

定める申請書を市長に提出しなければならない。 
（１）居宅介護福祉用具購入費等 介護保険暫定サービス利用者負担助成金（福祉用

具購入）申請書（様式第１号） 
（２）居宅介護住宅改修費等 介護保険暫定サービス利用者負担助成金（住宅改修）

申請書（様式第２号） 
（３）その他のサービス及び暫定ケアプラン作成費 介護保険暫定サービス利用者負

担助成金申請書（様式第３号） 
２ 前項の申請書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 
（１）第１号様式については、居宅介護福祉用具購入費等に係る利用者負担額の領収

証、当該申請に係る特定福祉用具のパンフレット、当該特定福祉用具の概要を記

載した書面その他市長が必要と認めたもの 
（２）第２号様式については、居宅介護住宅改修費等に係る利用者負担額の領収証、

事業者が作成した住宅改修工事に係る請求書（工事内訳が分かるもの）、住宅改

修工事後の写真で完了日が分かるものその他市長が必要と認めたもの 
（３）第３号様式については、暫定サービス利用に係る利用者負担額の領収証、事業

者が交付したサービス提供証明書、当該申請に係る暫定ケアプラン等の書類の写

しその他市長が必要と認めたもの 

  
（申請の有効期間） 
第１０条 前条第２項各号に規定する領収証の領収日の翌日から起算して２年を経

過した場合は、前条に規定する助成金の申請を行うことはできない。 

 
 （決定及び通知） 
第１１条 市長は、第９条の規定による申請を受理したときは、速やかに支給の可否

を決定し、和泉市介護保険暫定サービス利用者負担助成支給（不支給）決定通知書

（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 
 

 

   附 則 



 この訓令は、令達の日から施行し、令和７年４月１日より適用する。 

 
 
  



 



 
 
 
 



 



 



 


